






























。1921 年 3 月 25 日、田総督は、東京で原敬首相に謁見
した際、台湾教育令改正の必要性を訴えた 
18
。後の 4 月 12 日にも、再び原敬首相に教育制
度の抜本的改善の必要があることを報告した 
19













　1921 年 6 月、総督府は台湾人の台湾議会設置請願運動に対応するため、地方制度の改
革に乗り出した。台湾総督府評議会官制と同会規程を制定し、評議会を設置し直すととも
に律令審議会を廃止した。同会は総督を会長、総務長官を副会長とし、総督府高級官僚と
 15 「田総督訓示（一）」『台湾日日新報』第 6989 号、大正 8 年 11 月 28 日、2 面。
 16 「日日小筆」『台湾日日新報』第 6991 号、大正 8 年 11 月 30 日、2 面。
 17 呉文星・廣瀨順皓・黄紹恆・鍾淑敏編『台湾総督田健治郎日記』（中）（中央研究院台湾史研究所、
2006 年）大正 10 年 1 月 31 日、37 頁。
 18 同上書、大正 10 年 3 月 25 日、104 頁。
 19 同上書、大正 10 年 4 月 12 日、132 頁。
 20 同上書、大正 10 年 4 月 30 日、156 頁。
















かである（以下表 1 を参照 
23
）。
 22 井出季和太『台湾治績志』637 ～ 639 頁。
 23 呉文星著、所澤潤監訳『台湾の社会的リーダー階層と日本統治』284 ～ 287 頁。
表 1　第 1回台湾人総督府評議会員概況表
項目氏名 居住地 初任年齢 学歴 経歴 備考




1921 ～ 1937 在職
1946 没
顔雲年 台北基隆 48 漢学 実業家、大資本家、台湾興業信託会社長、基隆炭
鉱会社社長、区長、参事、州協議会員
1923 没









簡阿牛 新竹大溪 41 漢学 資本家、実業家、帝国興業信託会社取締役、桃園
軽鉄専務取締役、州協議会員
1923 没
辜顯榮 台中鹿港 56 漢学 大資本家、実業家、大和製糖会社および大和商行
社長、庁参事、州協議会員
1921 ～ 1935 在職
1934 貴族院議員
1937 没








許廷光 台南市 62 廩生 煙草卸売業、アヘン取次人、大地主、庁参事、区長、
州協議会員
1921 ～ 1929 在職
1929 没






藍高川 高雄屏東 51 漢学 資本家、実業家、台湾商工銀行取締役、台湾興業
会社監査役、庁参事、州協議会員
1921 ～ 1937 在職
1940 没
鄭拱辰 新竹市 65 漢学 保良局長、庁参事、州協議会員 1922 着任
1923 没











藍高川の 2 名のみが国語を解さなかったという 
24
。「会議録」から見れば、台湾人評議員の


















　6 月 11 日、第 1 回会議が開かれた際、田健治郎会長は次のように表明した。同会は地
方公共団体所属の諮問機関ではなく、総督の政治上の最高諮問機関である。同会では、総
督は民意の調達を必要とする重要民政案について評議員に随時諮問することができる。








 24 「無絃琴」『台湾日日新報』第 7548 号、大正 10 年 6 月 9 日、2 面。
 25 台湾総督府評議会『第参回台湾総督府評議会会議録』（同会、1921 年）9 頁。
 26 台湾総督府評議会『第壹回台湾総督府評議会会議録』（同会、1921 年）3 頁。「田総督の台湾総督府評







氏名 本籍 初任年齢 学歴 経歴 備考
谷野格 兵庫 48 東京帝大法学博士 大審院判事、府法院裁判官兼覆審法院
長、高等法院長
1923 没
新元鹿之助 鹿児島 52 東京帝大土木科 府土木技師、工務課長、鉄道部長 ─
高田元治郎 新潟 58 東京帝大法科 鉄道院参事、府殖産局長兼農試場長 1922 離職
末松偕一郎 福岡 37 東京帝大法科 徳島県知事、府財務局長、内務局長 1928-1942 衆議院議員








山形要助 栃木 49 東京帝大工学博士 府技師、土木局長 1922 離職
阿部滂 長野 44 東京帝大法科 府事務官、参事官、財務局長 ─
喜多孝治 大阪 44 東京法学院英法学
科
府参事官、秘書官、殖産局長 1922 着 任、1927 樺 太
庁長官、1930 衆議院
議員





高木友枝 福島 64 東京帝大医学博士 内務省衛生局技師、府病院院長、技師、
医学校長、電力会社長
1929 日本に帰国




平山午介 茨城 52 ─ 高砂製糖会社代表取締役、台湾拓殖製
茶常務取締役
新竹


















田村武七 山梨 54 東京帝大法科 裁判所検事、弁護士、総督府地方法院
判官、台南州協議会員
─





高田富蔵 兵庫 55 東京帝大法科 検事、総督府地方法院裁判官、覆審法
院裁判官、台北州知事
1922 着任










































 27 同上書、81 ～ 84 頁。「評議会第三日　商法を施行する件と義務教育問題諮問」『台湾日日新報』第
7554 号、大正 10 年 6 月 15 日、2 面。
 28 同上書、90、109、143 頁。



















くむしろ国語こそが唯一の煩わしい問題であるが、これについては 1 ～ 3 年生まで台湾人































 30 顔雲年「諮問案に対する意見書」『台湾日日新報』第 7567 号、大正 10 年 6 月 28 日、3 面。
 31 台湾総督府評議会『第壹回台湾総督府評議会会議録』100 ～ 101 頁。
 32 同上書、101 ～ 102 頁。
 33 同上書、103 頁。
 34 同上書、114 頁。
 35 同上書、90、144 頁。
 36 同上書、116 頁。
 37 同上書、103 ～ 104 頁。









施するのであれば、10 年間の経費が 1 億 1000 万円増加するので市・街・庄の負担経費は











































 39 同上書、106 ～ 109 頁。
 40 同上書、108 頁。
 41 同上書、107 頁。
 42 同上書、114 ～ 115 頁。
 43 同上書、116 頁。
 44 同上書、110 ～ 112 頁。
 45 同上書、113 ～ 114 頁。
 46 同上書、113 ～ 116 頁。
 47 同上書、99 ～ 100、146 頁。
 48 同上書、116 ～ 117 頁。










































 50 同上書、147 頁。
 51 呉廷發「評議会諮問案に関する意見」『台湾日日新報』第 7577 号、大正 10 年 7 月 8 日、5 面。
 52 洪元煌「諮問案に関する所見（上）」『台湾日日新報』第 7641 号、大正 10 年 9 月 10 日、6 面。
 53 呉文星『日拠時期台湾師範教育之研究』40、218 頁。
